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１．趣  旨 

2007 年に IPCC4 次評価報告書が発表され、地球温暖化が人為的要因であることが明らかとなっ

たことを受けて、地球温暖化防止をめぐる世界の動向は一変した。 

 わが国でも、2008年6月の洞爺湖サミットにおける福田ビジョンで「低炭素社会への転換」「2050

年にわが国の CO2を 60～80％削減すること」を掲げ、2009 年 9 月には新政権の鳩山首相が国連に

おいて「2020 年に CO2を 25％削減すること」を公約した。海外では、EUが CO2の 80％程度の大幅

削減を提唱し、アメリカはグリーン・ニューディールとして雇用と 2050 年に CO2の 80％削減など

を打ち出し、大きな転換期を迎えている。 

 このようななか先進国でほぼ共通の目標となっている CO2の 80％削減は、省エネルギーの推進

だけでは達成不可能であり、エネルギーの低炭素化、即ち、化石燃料依存からの脱却が必要で、

原子力の利用促進、再生可能エネルギーの大胆な導入が不可欠となる。ここでは取り組みの遅れ

ている再生可能エネルギーについて取り上げる。 

 再生可能エネルギーについては、RPS 法に加え、2009 年 7月にはエネルギー供給構造高度化法

にてエネルギー供給事業者に太陽光、風力等の再生可能エネルギー源等の非化石エネルギー源の

利用などを促進するために必要な措置を講じることが義務づけられ、2009 年 11 月には太陽光発

電の買取制度が開始されている。2010 年 6 月にはエネルギー基本計画、新成長戦略等においても

再生可能エネルギーの導入拡大が閣議決定され、推進の動きが加速している。これらの動きと連

動させ、再生可能エネルギーの導入を更に促進するためには、意欲的な目標を設定し、市民・企

業のやる気を引き出し、成長のスパイラル構造を社会の中に埋め込む必要がある。この取り組み

は、新たな基幹産業の育成、日本の競争力強化にもつながるものである。 

 

 

 

本部会では、「再生可能エネルギーのスパイラル成長のしくみ」の実現を目指し、低炭素社会実

現のために、いかにして再生可能エネルギーの大幅導入を進めるか、技術動向及び開発・普及の

ための制度の両面から調査・検討を行う。 

再生可能エネルギーのスパイラル成長のしくみ 



そのために、進歩の著しい太陽光発電、風力発電、バイオマスエネルギーなどの再生可能エネ

ルギーの利用技術とこれらエネルギーの導入拡大を支える技術・インフラ・マネジメント（スマ

ートグリッド）の技術動向、および再生可能エネルギーを含めた電気、熱エネルギーのスマート

な利用を目指す技術の動向、さらに太陽光発電以外の再生可能エネルギーの買取制度、排出量取

引（特に国内クレジット）など再生可能エネルギー促進のための施策、政策動向など多岐に渡る

調査・検討の取り組みを行う。 

 

２．活動概要 

 平成２１年度から平成２２年度までを第１期活動期間として、再生可能エネルギーの大幅導

入を進めるため、技術動向及び開発・普及のための制度の両面から基礎的な調査・検討を実施。 

・先端技術開発の状況および、実際の導入事例、課題について調査検討 

  →下水バイオマス発電、洋上風力、大型風力、バイオマスからのエタノール製造、ヒート 

ポンプ、スマートグリッド（TIPS）、地熱利用、民生部門の低炭素化（うちエコ）、 

太陽熱による街区熱供給、スマートハウス、クールチューブ、運輸部門の低炭素化（次 

世代自動車、インフラ） 

・開発・普及促進に効果的な施策制度について調査検討 

  →市民出資ファンド、固定価格買取制度 
 

 平成２３年度からの第２期活動期間では、最新の事例を中心に可能な限り現地に赴いて調

査・検討を実施していく。堺での大規模太陽光発電、国内初となる鹿島灘での洋上風力ならび

に神戸での下水道バイオガスの都市ガスへの供給などの再生可能エネルギーの最新技術動向、

再生可能エネルギーの大幅導入を実現するための国内外でのスマートグリッドの技術動向及び

展開事例、再生可能エネルギー、創エネ、省エネを組み合わせた次世代環境配慮型の工場、オ

フィスビル、住宅等における最新の取り組み事例、再生可能エネルギーを中心とした電気と熱

のエネルギーネットワーク構築事例、また、東京都における低炭素都市作りモデル等の自治体

及び地域の特徴を活かした地方での取り組みの最新事例などの調査・検討に取り組む。 

 

（１）先端技術開発の状況および実際の導入事例、課題について調査検討 

 再生可能エネルギーに関する先進技術について、研究機関、企業等の先端技術開発の状況お

よび、実際の導入事例、課題について最新の動向を調査・検討する。 

 調査検討の実施にあたっては、第１期で取り上げていない中小水力、バイオマス熱利用、雪

氷熱ならびに先端技術の進捗が著しい太陽光発電、風力発電、バイオマスなどについても最新

の開発状況、導入事例について調査し、課題の抽出と検討を実施する。 

 

（２）開発・普及促進に効果的な施策制度について調査検討 

 再生可能エネルギーは、広く薄く分布する不安定で低品位なエネルギーであり、自然が長時

間かけて精製・蓄積した高品位エネルギーである化石燃料とは、同じステージにたって見るの

は困難である。そのため、再生可能エネルギーに関する技術開発、導入の取り組みを促進させ

るたには、CO2削減等の位置づけ等を行っての何らかの制度的な支援が必要となる。 

 ここでは、再生可能エネルギーの開発・普及促進に効果的な施策制度、例えば、環境税、排

出権取引、投資減税、発生エネルギーの優遇価格買い取り等の枠組的な制度について調査・検

討する。また、地域的な活動支援やグリーン認証など市民参加を促すような施策、「緑の分権改



革」のような地産地消、地域特色を活かしたエネルギー開発の取り組み、国交省を中心とした

「低炭素都市づくり」の推進状況等についても調査・検討を行う。これらについては「新成長

戦略」「エネルギー基本計画」、「第４期科学技術基本計画」など中長期の国家戦略についての具

体的な動向を含め調査・検討する。 

 

（３）再生可能エネルギー大幅導入を視点としたスマートグリッド等の調査検討 

 再生可能エネルギーの導入を促進する視点として、発生したエネルギーの大きな受け入れ先 

となる電力系統等のインフラがいかに大量の再生可能エネルギーを受け入れられるか（スマー 

トグリッド）、また都市排熱や再生可能エネルギーからの熱エネルギーの利用を含めたエネルギ

ーのスマートな利用の観点からも調査・検討を行う。具体的には日本及び海外でのスマートグ

リッド実証状況、また電気と熱のスマートなエネルギー利用、環境を配慮した次世代都市など

について調査し、その問題点について検討を行う。 

 

 

 

（４）再生可能エネルギーの大幅な導入に向けた方策の提案 

 上記の検討を踏まえ、低炭素社会実現のための、再生可能エネルギーの大幅な導入に向けた

方策を提案し、報告書としてまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーとスマートグリッド 再生可能エネルギーのスマートな利用 



３．体  制 

（１）委員構成 

   部 会 長  鈴 木   胖 （財）地球環境戦略研究機関 関西研究センター所長 

大阪大学名誉教授 

   副部会長  下 田 吉 之   大阪大学大学院工学研究科環境･エネルギー工学専攻教授 

   委    員  産業界、官界より２５名程度 

 

（２）体制図 

    エネルギー技術対策委員会  

 

         【委 員 長：齊藤 紀彦（関西電力㈱副社長）】 

         【副委員長：中谷 秀敏（大阪ガス㈱顧問）】 

 

         幹事会  

 

         【幹 事 長：岩城 吉信（関西電力㈱研究開発室研究開発部長）】 

         【副幹事長：深野 行義（大阪ガス㈱技術戦略部長）】 

 

   再生可能エネルギー部会 ～新しいビジネスチャンスを探る～  

 

          【部 会 長：鈴木  胖 

（（財）地球環境戦略研究機関 関西研究センター所長、大阪大学名誉教授）】 

          【副部会長：下田 吉之 

（大阪大学大学院工学研究科 環境・エネルギー工学専攻教授）】 

 

４．活動期間 

 本部会は、４年間（第１期２年、第２期２年）を活動期間とする。 

 部会の開催は、７回／年程度の予定とする。 

（主な活動スケジュール） 

活 動 項 目 
第１期 第２期 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

(1) 取り組み状況及び現状課題の整理 
    

(2) 先端技術開発の状況および、実際の 

  導入事例、課題について調査検討 

    

(3) 開発・普及促進に効果的な施策制度に 

ついて調査検討 

    

(4) 再生可能エネルギー大幅導入を視点

としたスマートグリッド等の調査検討 

    

(5) 再生可能エネルギーの大幅な導入に 

向けた方策の提案 

    



５．会  費 

 研究経費は、産業界の協賛会費（年額５０万円）を充てる。 

 ただし、中小企業の協賛会費は年額２５万円とする。 

 （１企業から複数名の参加も可能です。） 

 

６．事務局（申し込み、問い合わせ先） 

  〒550-0004 大阪市西区靭本町１－８－４ 

   財団法人 大阪科学技術センター 

   技術振興部 

      参事 松久 光儀 

         島袋 豊子 

    TEL:06-6443-5322  FAX:06-6443-5319 

    E-MAIL: shima@ostec.or.jp（島袋） 

                                        以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２３年度活動計画  

 

部会で取り上げる具体的な課題は、部会参加メンバーと調整しながら決定していく。 

 

【課題候補】 

 

・大規模水力（揚水ほか） 

 

・中小水力（マイクロ水力ほか） 

 

・太陽光発電（メガソーラー、家庭用ほか） 

 

・風力（大容量、小容量、ウインドファーム型、都市型、陸上、洋上ほか） 

 

・地熱（フラッシュ方式、バイナリー方式、更なる低温域発電ほか） 

 

・太陽熱（発電、熱エネルギー、パッシブソーラーほか） 

 

・ヒートポンプ（空気熱、地中熱、水熱（海水熱、河川熱）ほか） 

 

・雪氷熱 

 

・バイオマス（燃料製造、発電、熱利用、都市ガス供給ほか） 

 

・スマートグリッド（マイクログリッド、ナショナルグリッド、エネルギーマネジメントほか） 

 

・スマートエネルギー（電気・熱の効率的利用、次世代環境都市ほか） 

 

・市民参加（市民ファンド、グリーン認証等、低炭素都市作りほか） 

 

・制度設計（フィードインタリフ、環境税、クレジットほか） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２３年  月  日 

 

再生可能エネルギー部会 

～新しいビジネスチャンスを探る～ 

参加申込書 

 

財団法人  大阪科学技術センター 

 エネルギー技術対策委員会 

 委 員 長   齊藤 紀彦  殿 

 

 エネルギー技術対策委員会事業「再生可能エネルギー部会～新しいビジネスチャンスを探る～」

の趣旨に賛同し、下記により参加申込みを致します。 

 

 会 社 名 ・ 団 体 名                                                                  

 申込者（役職名・氏名）                                                                

 住   所    〒                                                                      

 電話番号                                   ＦＡＸ                                     

 

                                          記 

 

一、研究分担金を次の通り拠出します。 

  ○年 額：５０万円（ただし、中小企業の場合は２５万円） 

  ○支払方法と時期（一括払いか２回分割払いかをご指定下さい。） 

      ・一括払い：毎年  月に支払います。 

        ・分割払い：毎年１回目  月、２回目  月に支払います。 

 

一、委員は下記の者を登録します。（２名まで登録可、変更なき場合は記入不要） 

(1) ○所属・役職・氏名                                                                  

  ○連絡先住所  〒                                                                  

  ○電話番号                    ＦＡＸ                 Ｅ-ｍａｉｌ                     

 

(2) ○所属・役職・氏名                                                                  

  ○連絡先住所  〒                                                                  

  ○電話番号                    ＦＡＸ                 Ｅ-ｍａｉｌ                     

 

 


